






















































































































業は活発にマーケティング・リサーチを実施していた。Shane and Delmar (2004)は起業
後 30 カ月までをみると、販売戦略に関する確固たる事業計画を策定している企業が廃業す







画すら策定していない経営者もいるが、Sexton and Auken (1986)は従業員数でみた企業規
模が大きくなるほど、戦略的に計画を策定していることを確認している。 
Brinckmann et al. (2010) が要約しているように、小規模企業の事業計画がその経営
成果に与える効果をめぐって、相反する考え方がある。第一は、事業計画の策定は組織の
目的を明確にし、それを達成するために諸資源を効率的に配分し、良好な経営成果を達成




ことができる、と考える。これは学習支持派(the learning school)と呼ばれている。 
Brinckmann et al. (2010) はこの 2 つの考え方を統合し、先行研究の検証結果を使っ
て、メタ・アナリシス(注 1) (Meta- regression analysis)を試みている。最初に、社歴によっ
























本稿で利用するデータは国民生活金融公庫の全国の支店が 2002 年 4 月から同年 9 月にか
けて融資をした企業のうち、融資時点で起業後 1 年以内の企業である（起業前の企業も含
む）。データはアンケート調査によって収集された。アンケート対象企業数は 9720 社で回
収数は 2377 社（回収率 24.5％）である（国民生活金融公庫総合研究所、2004、p.11）。こ
の回収数のうち、後の計量分析に採用する 1511 社を分析する。このサンプルには起業時
とアンケート回収時のいずれにおいても従業員のいない経営者のみで運営されている企業





































関係をカイ 2 乗(χ2)検定と F 検定を用いて検証する。諸属性は人的属性、企業属性、経営
要因、環境要因と経営成果である。以下では、検定結果として統計上の有意水準が 10％以





























































































この要因のうち多くは Storey(2004, 邦訳,第 5 章)が採用したものである。ただし、計量分
析において多重共線性の問題が発生する説明変数（主に、環境要因、経営上、最も重視す
ること、他社と比べた事業内容の新規性、右腕者の有無）は除いた。具体的に、以下の方
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サンプル数 (%) サンプル数 (%) 合計(100%)
（１）従業員規模の拡大を 1111 73.52 400 26.47 1511
（２）事業内容の多角化を 949 62.80 562 37.19 1511
（３）事業内容の変更を 277 18.33 1234 81.66 1511
（４）親族への事業継承を 252 16.67 1259 83.32 1511
（５）親族以外への事業継承を 346 22.89 1165 77.10 1511
（６）株式の公開を 133 8.80 1378 91.19 1511














































































           
表3. 人的属性
考えている 考えていない 小計 有意性検定
No.(%) No.(%) No.(100%) カイ二乗
I. 性別
従業員規模の拡大を 20.949[0.000]
男性 998(75.49) 324(24.51) 1322
女性 113(59.79) 76(40.21) 189
事業内容の多角化を 8.114[0.004]
男性 848(61.15) 474(35.85) 1322
女性 101(53.44) 88(46.56) 189
親族以外への事業継承を 5.164[0.023]
男性 315(23.83) 1007(76.17) 1322
女性 31(16.40) 158(86.60) 189
株式の公開を 5.619[0.018]
男性 125(9.46) 1197(90.54) 1322
女性 8(4.23) 181(95.77) 189
Ⅱ. 最終学歴
従業員規模の拡大を 4.735[0.094]
高校卒 379(70.32) 160(29.68) 539
短大・大学・大学院修 475(75.88) 151(24.12) 626
その他 257(74.28) 89(25.72) 346
親族への事業継承を 6.970[0.031]
高校卒 108(20.04) 431(79.96) 539
短大・大学・大学院修 95(15.18) 531(84.82) 626
その他 49(14.16) 297(85.84) 346
親族以外への事業継承を 4.790[0.091]
高校卒 125(23.19) 414(76.81) 539
短大・大学・大学院修 156(24.92) 470(75.08) 626
その他 65(18.79) 281(81.21) 346
会社の売却を 11.417[0.003]
高校卒 5(0.93) 534(99.07) 539
短大・大学・大学院修 26(4.15) 600(95.85) 626
その他 11(3.18) 335(96.82) 346
Ⅲ. 斯業経験の有無
従業員規模の拡大を 5.300[0.021]
あり 966(74.59) 329(25.41) 1295
なし 145(67.13) 71(32.87) 216
事業内容の多角化を 6.173[0.013]
あり 797(61.54) 498(38.46) 1295
なし 152(70.37) 64(29.63) 216
事業内容の変更を 9.707[0.002]
あり 221(17.07) 1074(82.93) 1295
なし 56(25.93) 160(74.07) 216
会社の売却を 7.187[0.007]
あり 30(2.32) 1265(97.68) 1295
なし 12(5.56) 204(94.44) 216
Ⅳ. 前職での担当職種
従業員規模の拡大を 8.892[0.064]
専門的・技術的職業 475(74.22) 165(25.78) 640
管理的職業 162(78.64) 44(21.36) 206
販売職業 243(72.97) 90(27.03) 333
サービス職業 94(75.20) 31(24.80) 125
その他 137(66.18) 70(33.82) 207
事業内容の多角化を 11.490[0.022]
専門的・技術的職業 384(60.00) 256(40.00) 640
管理的職業 149(72.33) 57(27.67) 206
販売職業 212(63.66) 121(36.34) 333
サービス職業 81(64.80) 44(35.20) 125
その他 123(59.42) 84(40.58) 207
事業内容の変更を 8.013[0.091]
専門的・技術的職業 97(15.16) 543(84.84) 640
管理的職業 45(21.84) 161(78.16) 206
販売職業 65(19.52) 268(80.48) 333
サービス職業 26(20.80) 99(79.20) 125
その他 44(21.26) 163(78.74) 207
親族以外への事業継承を 55.553[0.000]
専門的・技術的職業 126(19.69) 514(80.31) 640
管理的職業 84(40.78) 122(59.22) 206
販売職業 83(24.92) 250(75.08) 333
サービス職業 28(22.40) 97(77.60) 125
その他 25(12.08) 182(87.92) 207
株式の公開を 22.759[0.000]
専門的・技術的職業 48(7.50) 592(92.50) 640
管理的職業 31(15.05) 175(84.95) 206
販売職業 39(11.71) 294(88.29) 333
サービス職業 7(5.60) 118(94.40) 125
その他 8(3.86) 199(96.14) 207  
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表3. 人的属性（続き）
考えている 考えていない 小計 有意性検定
No.(%) No.(%) No.(100%) カイ二乗
Ⅴ. 直前の職業
従業員規模の拡大を 15.058[0.001]
常勤役員・管理職 642(77.44) 187(22.56) 829
勤務者 328(69.64) 143(30.36) 471
その他 141(66.82) 70(33.18) 211
親族への事業継承を 5.121[0.077]
常勤役員・管理職 154(18.58) 675(81.42) 829
勤務者 65(13.80) 406(86.20) 471
その他 33(15.64) 178(84.36) 211
親族以外への事業継承を 53.035[0.000]
常勤役員・管理職 249(30.04) 580(69.96) 829
勤務者 66(14.01) 405(85.99) 471
その他 31(14.69) 180(85.31) 211
株式の公開を 12.205[0.002]
常勤役員・管理職 92(11.10) 737(88.90) 829
勤務者 27(5.73) 444(94.27) 471
その他 14(6.64) 197(93.36) 211
Ⅵ. 両親の事業活動の有無
事業内容の多角化を 4.973[0.026]
ある 328(66.80) 163(33.20) 491
ない 621(60.88) 399(39.12) 1020
Ⅶ. 起業までの心構え・計画性
従業員規模の拡大を 28.017[0.000]
意識して仕事も勉強もしていた 427(77.22) 126(22.78) 553
意識して仕事をしていた 400(77.22) 118(22.78) 518
意識して勉強をしていた 45(57.69) 33(42.31) 78
意識していなかった 239(66.02) 123(33.98) 362
事業内容の多角化を 9.335[0.025]
意識して仕事も勉強もしていた 368(66.55) 185(33.45) 553
意識して仕事をしていた 328(63.32) 190(36.68) 518
意識して勉強をしていた 48(61.54) 30(38.46) 78
意識していなかった 205(56.63) 157(43.37) 362
会社の売却を 13.185[0.004]
意識して仕事も勉強もしていた 16(2.89) 537(97.11) 553
意識して仕事をしていた 9(1.74) 509(98.26) 518
意識して勉強をしていた 7(8.97) 71(91.03) 78























最小値 25 22  
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表4. 企業属性
考えている 考えていない 小計 有意性検定
No.(%) No.(%) No.(100%) カイ二乗
Ⅸ. 起業時の事業形態
従業員規模の拡大を 31.716[0.000]
株式会社 103(85.12) 18(14.88) 121
有限会社 333(81.22) 77(18.78) 410
個人経営 666(68.87) 301(31.13) 967
その他 9(69.23) 4(30.77) 13
事業内容の多角化を 27.923[0.000]
株式会社 84(69.42) 37(30.58) 121
有限会社 291(70.98) 119(29.02) 410
個人経営 562(58.12) 405(41.88) 967
その他 12(92.31) 1(7.69) 13
事業内容の変更を 7.988[0.046]
株式会社 30(24.79) 91(75.21) 121
有限会社 77(18.78) 333(81.22) 410
個人経営 165(17.06) 802(82.94) 967
その他 5(38.46) 8(61.54) 13
親族以外への事業継承を 151.436[0.000]
株式会社 67(55.37) 54(44.63) 121
有限会社 140(34.15) 270(65.85) 410
個人経営 133(13.75) 834(86.25) 967
その他 6(46.15) 7(53.85) 13
株式の公開を 61.043[0.000]
株式会社 32(26.45) 89(73.55) 121
有限会社 45(10.98) 365(89.02) 410
個人経営* 55(5.69) 912(94.31) 967




































製造業 91(79.13) 24(20.87) 115
卸売業 87(72.50) 33(27.50) 120
小売業 168(71.19) 68(28.81) 236
飲食店 113(64.57) 62(35.43) 175
個人向けサービス業 332(75.63) 107(24.37) 439
事業所向けサービス業 142(81.14) 33(18.86) 175
建設業 109(75.17) 36(24.83) 145
その他 69(65.09) 37(34.91) 106
親族以外への事業継承を 29.441[0.000]
製造業 35(30.43) 80(69.57) 115
卸売業 38(31.67) 82(68.33) 120
小売業 36(15.25) 200(84.75) 236
飲食店 37(21.14) 138(78.86) 175
個人向けサービス業 88(20.05) 351(79.95) 439
事業所向けサービス業 57(32.57) 118(67.43) 175
建設業 35(24.14) 110(75.86) 145




      
表5. 経営要因
考えている 考えていない 小計 有意性検定
No.(%) No.(%) No.(100%) カイ二乗
XIII. 経営をするに当たって重視するもの
従業員規模の拡大を 28.851[0.000]
利益 367(76.46) 113(23.54) 480
製品やサービスの質 442(76.87) 133(23.13) 575
生活の維持 213(62.28) 129(37.72) 342
地域や社会への貢献 89(78.07) 25(21.93) 114
事業内容の多角化を 13.185[0.004]
利益 326(67.92) 154(32.08) 480
製品やサービスの質 363(63.13) 212(36.87) 575
生活の維持 190(55.56) 152(44.44) 342
地域や社会への貢献 70(61.40) 44(38.60) 114
親族以外への事業継承を 35.052[0.000]
利益 141(29.38) 339(70.63) 480
製品やサービスの質 139(24.17) 436(75.83) 575
生活の維持 41(11.99) 301(88.01) 342
地域や社会への貢献 25(21.93) 89(78.07) 114
株式の公開を 12.953[0.005]
利益 55(11.46) 425(88.54) 480
製品やサービスの質 51(8.87) 524(91.13) 575
生活の維持 15(4.39) 327(95.61) 342
地域や社会への貢献 12(10.53) 102(89.47) 114
XIV. 他社と比べた事業内容の新規性
従業員規模の拡大を 40.097[0.000]
大いにある 256(82.58) 54(17.42) 310
多少ある 628(75.30) 206(24.70) 834
特にない 227(61.85) 140(38.15) 367
事業内容の多角化を 25.035[0.000]
大いにある 224(72.26) 86(27.74) 310
多少ある 528(63.31) 306(36.69) 834
特にない 197(53.68) 170(46.32) 367
親族以外への事業継承を 33.871[0.000]
大いにある 109(35.16) 201(64.84) 310
多少ある 170(20.38) 664(79.62) 834
特にない 67(18.26) 300(81.74) 367
株式の公開を 57.161[0.000]
大いにある 58(18.71) 252(81.29) 310
多少ある 66(7.91) 768(92.09) 834
特にない 9(2.45) 358(97.55) 367
会社の売却を 4.655[0.098]
大いにある 14(4.52) 296(95.48) 310
多少ある 18(2.16) 816(97.84) 834
特にない 10(2.72) 357(97.28) 367
XV. インターネットの利用有無
従業員規模の拡大を 31.746[0.000]
あり 707(78.82) 190(21.18) 897
なし 404(65.80) 210(34.20) 614
事業内容の多角化を 20.353[0.000]
あり 605(67.45) 292(32.55) 897
なし 344(56.03) 270(43.97) 614
事業内容の変更を 9.326[0.002]
あり 187(20.85) 710(79.15) 897
なし 90(14.66) 524(85.34) 614
親族以外への事業継承を 28.198[0.000]
あり 248(27.65) 649(72.35) 897
なし 98(15.96) 516(84.04) 614
株式の公開を 26.881[0.000]
あり 107(11.93) 790(88.07) 897
なし 26(4.23) 588(95.77) 614
XVI. 右腕者の存在
従業員規模の拡大を 6.333[0.012]
あり 723(75.71) 232(24.29) 955
なし 388(69.78) 168(30.22) 556
親族への事業継承を 4.442[0.035]
あり 174(18.22) 781(81.78) 955
なし 78(14.03) 478(85.97) 556
親族以外への事業継承を 12.028[0.001]
あり 246(25.76) 709(74.24) 955
なし 100(17.99) 456(82.01) 556
会社の売却を 4.511[0.034]
あり 20(2.09) 935(97.91) 955










考えている 考えていない 小計 有意性検定
No.(%) No.(%) No.(100%) カイ二乗
XVII. アイディアの獲得方法
事業内容の多角化を 19.932[0.001]
一般教育や専門教育を通じて 63(50.40) 62(49.60) 125
勤務先での仕事を通じて 359(59.14) 248(40.86) 607
日常生活の中で 225(68.39) 104(31.61) 329
セミナーや講習会を通じて 61(64.89) 33(35.11) 94
その他 241(67.70) 115(32.30) 356
事業内容の変更を 22.518[0.000]
一般教育や専門教育を通じて 15(12.00) 110(88.00) 125
勤務先での仕事を通じて 87(14.33) 520(85.67) 607
日常生活の中で 68(20.67) 261(79.33) 329
セミナーや講習会を通じて 17(18.09) 77(81.91) 94
その他 90(25.28) 266(74.72) 356
株式の公開を 8.140[0.087]
一般教育や専門教育を通じて 12(9.60) 113(90.40) 125
勤務先での仕事を通じて 44(7.25) 563(92.75) 607
日常生活の中で 25(7.60) 304(92.40) 329
セミナーや講習会を通じて 8(8.51) 86(91.49) 94
その他 44(12.36) 312(87.64) 356
XVIII. 起業セミナーへの参加の有無
事業内容の変更を 6.547[0.011]
あり 109(21.98) 387(78.02) 496
なし 168(16.55) 847(83.45) 1015
親族以外への事業継承を 5.160[0.023]
あり 131(26.41) 365(73.59) 496
なし 215(21.18) 800(78.82) 1015
株式の公開を 4.809[0.028]
あり 55(11.09) 441(88.91) 496





























（１）従業員規模の拡大を （２）事業内容の多角化を （３）事業内容の変更を （４）親族への事業継承を
考えている 考えていない 考えている 考えていない 考えている 考えていない 考えている 考えていない








平均値 434.577 266.960 5.838[0.000] 419.201 341.242 2.414[0.015] 426.704 382.012 0.961[0.337] 451.269 377.982 1.506[0.132]
標準偏差 686.836 402.339 675.461 537.074 722.075 605.551 616.505 630.416
最大値 8000.000 3000.000 8000.000 5500.000 5000.000 8000.000 5000.000 8000.000
最小値 3 1 1 1 3 1 1 1
目標月商
平均値 495.563 312.720 5.694[0.000] 478.206 394.734 2.291[0.022] 494.823 436.461 1.279[0.201] 512.634 434.054 1.457[0.145]
標準偏差 743.177 464.322 710.955 636.511 693.935 683.037 683.693 685.007
最大値 5000.000 5000.000 5000.000 5000.000 4500.000 5000.000 5000.000 5000.000
最小値 18 5 7 5 15 5 10 5
達成率
平均値 90.313 80.141 4.627[0.000] 88.554 86.044 1.166[0.243] 80.446 89.231-3.317[0.000] 88.795 87.385 0.517[0.604]
標準偏差 44.547 34.964 44.620 38.494 38.728 43.091 39.641 43.000
最大値 546.875 288.889 546.875 400.000 240.000 546.875 320.000 546.875
最小値 3 1 1 6.667 5 1 1 5
雇用成長率
平均値 54.400 15.723 6.288[0.000] 50.406 33.616 2.043[0.041] 35.793 46.039-1.348[0.177] 58.890 41.213 1.082[0.279]
標準偏差 181.697 58.080 165.107 149.205 94.304 170.760 255.340 132.245
最大値 2550.000 485.714 2550.000 2400.000 750.000 2550.000 2550.000 1900.000
最小値 -83.333 -90.909 -83.333 -90.909 -66.667 -90.909 -83.333 -90.909
（５）親族以外への事業継承を （６）株式の公開を （７）会社の売却を
考えている 考えていない 考えている 考えていない 考えている 考えていない






平均値 669.378 307.291 7.032[0.000] 703.992 359.919 3.973[0.000] 303.595 392.681-1.451[0.153]
標準偏差 923.230 479.341 988.862 573.597 396.301 633.813
最大値 6000.000 8000.000 6000.000 8000.000 1700.000 8000.000
最小値 3 1 3 1 10 1
目標月商
平均値 758.685 354.638 7.018[0.000] 810.203 412.121 4.163[0.000] 355.523 449.780-1.665[0.102]
標準偏差 1036.772 503.023 1073.526 624.816 364.956 692.061
最大値 5000.000 5000.000 5000.000 5000.000 1700.000 5000.000
最小値 27 5 27 5 30 5
達成率
平均値 93.721 85.808 2.661[0.008] 93.851 87.019 1.304[0.194] 77.795 87.901-1.522[0.128]
標準偏差 51.238 39.307 64.461 39.667 36.177 42.592
最大値 546.875 400.000 546.875 400.000 200.000 546.875
最小値 5 1 5 1 33.333 1
雇用成長率
平均値 67.126 37.340 2.324[0.020] 122.852 36.566 2.863[0.004] 92.836 42.769 0.804[0.426]
標準偏差 228.578 131.633 346.784 125.401 398.219 147.243
最大値 2550.000 1900.000 2550.000 1900.000 2550.000 2400.000






















       
表8. 基本統計量（全サンプル,No.=1511）
変数名 平均値 標準偏差 最大値 最小値
現在の月商（対数値） 2.266 0.543 3.903 0
月商額（万円） 390.205 628.510 8000 1
男性 0.875 0.331 1 0
短大卒・大学卒・
大学院修了 0.414 0.493 1 0
斯業経験 0.857 0.350 1 0
管理的職業 0.136 0.343 1 0
販売職業 0.220 0.415 1 0
サービス職業 0.083 0.276 1 0
常勤役員・管理職 0.549 0.498 1 0
起業時の年齢
（対数値） 1.592 0.102 1.857 1.342
年齢（歳） 40.15 9.473 72 22
両親が事業経営を
していた 0.325 0.469 1 0
意識して仕事も
勉強もしていた 0.366 0.482 1 0
製造業 0.076 0.265 1 0
卸売業 0.079 0.270 1 0
小売業 0.156 0.363 1 0
飲食店 0.116 0.320 1 0
建設業 0.096 0.295 1 0
株式会社 0.080 0.272 1 0
起業時の調達資金総額
（対数値） 2.961 0.420 4.491 0.699
資金の総額（万円） 1501.073 2089.729 31000 5
起業時の全従業員数
（対数値） 0.467 0.352 1.892 0
全従業員数（人） 4.264 5.188 78 1
インターネットを
利用している 0.594 0.491 1 0
従業員規模の拡大 0.735 0.441 1 0
事業内容の多角化 0.628 0.483 1 0
事業内容の変更 0.183 0.387 1 0
親族への事業継承 0.167 0.373 1 0
親族以外への事業継承 0.229 0.420 1 0
株式の公開 0.088 0.283 1 0





















変数/推定式 (1) (2) (3) (4) (5) (6)























































































































































株式の公開 (+) (+) (+)
会社の売却 (+) (+) (+)
R 2 0.523 0.530 0.545 0.528 0.545 0.549
F 104.631*** 101.486*** 76.595*** 94.991*** 73.390*** 71.910***
注．t値はWhite(1980,1982)の分散不均一性を考慮した標準誤差に基づく。サンプル数は1511である。
    **;5%,***;1%水準で有意を示す。
    (+);係数の符号はプラスであるが有意性がないことを示す。
    (-);係数の符号はマイナスであるが有意性がないことを示す。
    (+*),(-*);10%水準で有意であることを示す。
    いずれの推定式もVIFは1.456以下である。
    前職での担当職種では「専門・技術、その他」をレファレンスとする。
    業種では「サービス業、その他」をレファレンスとする。
    開業業種については掲載していない。  
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